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SDGs（2030年の常識）の特徴
1. 2030アジェンダのタイトルには「変革（Transforming 

Our World）」

2. 「目標」からはじまる「目標ベースのガバナンス
（governance through goals）」
• 野心レベルの提示からスタート→ バックキャスティング
• 国連でルールを決めない→ ターゲット・ルール作りは国に依存、

各主体が自由に実施（イノベーション）

3. 進捗の評価・レビューが唯一のメカニズム
• 指標による評価
• 4年に1度の「グローバル持続可能な報告書

（GSDR）」による評価報告（日本ではSDGs白
書）：蟹江は2023年版15人の独立科学者に

4. 総合的目標：17目標は一体で不可分

ac
tio
n

https://next
publishing.jp
/book/1103
1.html

Norichika Kanie and Frank 
Biermann eds., Governing 
through Goals: Sustainable 
Development Goals as 
Governance Innovation 
(MIT Press, 2017)

https://nextpublishing.jp/book/11031.html


SDGsをめぐる動向
1. 普及から「行動の10年」へ

• 2019年SDGsサミット（国連総会）
• SDGs実施指針改訂

2. 進捗の評価が次の一大テーマ
• 232グローバル指標のローカル化、カスタマイズ、ビッグデータや地図情報を活用した計測など
• 定量的評価（SDG Report, Index and Dashboard, etc.）と定性的評価(GSDR, 

SDGs白書)
• 自治体による推進企業認定と、被認定企業のサポート
• 金融機関の評価（ESG投資、サスティナビリティ投資、インパクト投資）

3. SDGsのローカル化
• SDGs未来都市（60都市、20モデル）
• 地方創生SDGs金融

4. 企業による活動の本格化
• 消費者の動向変化
• 投資家の動向
• サプライチェーン全体のマネジメント

5. 新型コロナウィルスの影響 https://nextpublishing.jp
/book/11031.html

https://nextpublishing.jp/book/11031.html


Sustainable Development Goals Report

• 247←244(231←232)のグローバル指標で評価



• 4000万から6000万人が極度の貧困に戻る（20年分）
• 90％の世界児童生徒人口（16億人）が、COVID19の影響
• 遠隔教育が多くの児童生徒に提供されているものの、デジタルデバイドによっ

て教育の平等に関するギャップが拡大
• 何十億人もの人が、安全に管理された水と衛生サービスや、基本的な手洗

いのための設備へのアクセスのない状態
• 2020年第二四半期では3億500万人のフルタイム労働に相当する合計労

働時間低下が予測
• 最も影響を受けているのは、中小企業、非正規雇用者、自営業や日

雇い労働者、社会的混乱の影響を受けやすいセクターの労働者たち
• 航空業界への影響が最も大きい。2020年の国際航空旅客15億人減と予

測、国際線の搭乗率も4分の3減少予測、結果として以前の営業収益予
測と比べて2730億の損益

• COVID19は製造業に大きな影響。グローバルなバリューチェーンと製品供給
を崩壊し、製造活動は崩壊の危機。これにより、失業率へのインパクトも。

• 金融市場不安定化。コロナ拡大以降、史上最大の1000億ドルの資本流
出。

• 2020年の世界貿易は13％から32％マイナス予測。

国連事務総長SDGs報告書2020より



ポジティブな変革へむけた影響も

目標12

 COVID19からの回復は、現在の持続可能でない消費と生産パタンを改
め、持続可能なそれに変革する機会を提供

目標13

 旅行禁止と経済活動停止で、2020年GHG排出量6％削減、大気環境
改善予測も、一時的

目標17

 パンデミックの世界規模という性格は、多国間主義の重要性を増大、すべて
の政府、民間、市民社会組織及びあらゆる人々の参加が必要に。

国連事務総長SDGs報告書2020より



Sachs, J., Schmidt-Traub, G., Kroll, C., Lafortune, G., Fuller, G. (2019): Sustainable Development Report 
2019. New York: Bertelsmann Stiftung and Sustainable Development Solutions Network (SDSN).

Sachs, J., Schmidt-Traub, G., Kroll, C., Lafortune, G., Fuller, G. (2019, 2020): Sustainable 
Development Report 2019, 2020. New York: Bertelsmann Stiftung and Sustainable 
Development Solutions Network (SDSN).



VLRへ向けたSHの評価
1⃣ 2017年VNRからの進捗
• 推進本部、円卓会議、実施指針、毎年のアクションプラン、ジャパンSDGsアワード等、政

府としての枠組み構築が進んだ
• ビジネス、、市民社会、地方自治体、教育など各層におけるSDGsの認知と、それを支援

する広報体制も大幅な進捗を見た
• ステークホルダー主導のパートナーシップ推進へ向けた事例もいくつか創出された（2019

年改訂版実施指針、2021年SDGsグローバルアクションフェスティバル等）
• 防災・レジリエンス強化の文脈での国際的展開
• 他方、自殺率（特に女性）の増加、開発援助額削減、マイノリティの課題なども明らか

に。高齢者、女性・女の子（women and girls）or女子、子ども、若者、生活困窮
者、障害者、LGBTIQ、基礎疾患を持つ人々への影響や対策をハイライトしたレビューの
必要性

2⃣ COVID19の影響
• 意思決定へのステークホルダー欠如
• ジェンダーギャップ深刻化（非正規労働者は70％が女性、など）、生理の貧困問題
• 若者の孤立感、在日外国人への医療福祉健康等サービスアクセス不足



VLRへ向けたSHの評価
3⃣ 目標別のレビュー
 日本企業は、気候変動と環境に関する国際的イニシアチブ（TCFD、SBT、RE100な

ど）に積極的に参加している。日本の参加企業数を世界との対比で見ると、TCFD︓
342/ 1791、SBT: 91/ 615、RE100︓50/291となっており、国内大手先進企業で脱
炭素経営の取組みが広がっている

• 国内では300を超える自治体がゼロカーボンシティを表明している。企業レベルにおいても、
「SDGs実態調査」では90％以上の企業が脱炭素化に向けた取組を進めている。

• 日本政府は、2011年に国連人権理事会で承認された「ビジネスと人権に関する指導原
則」に基づいて2020年10月に「ビジネスと人権に関する行動計画（NAP 2020-2025）」を
公表。NAPでは「指導原則」を超えた人権デューデリジェンスの導入促進などを記載。今後
は効果的モニタリング体制を整えてPCDAサイクル回すことが重要

4⃣ 課題と提言
• 総体的で客観的な目標、ターゲットや指標の整備
目標とのギャップやその要因などを評価・分析することによって、SDGs達成に向けた

PDCA（マネジメントサイクル）を回すことができるようになる
そのための科学・政策枠組みの構築も重要
アクションプランのベースラインデータとターゲット及びその達成期限を明確にし、ギャップ

分析とバックキャスティングを
• 2025年ごろに評価報告書を



政府におけるSDGs検討体制の課題

SDGs推進実施指針(2016年)
SDGs実施指針改定版（2019年）

SDGs推進円卓会議
(議長：？)

事務局：内閣官房（外務
省地球環境審議官）

SDGs推進本部
(本部長：内閣総理大臣) 制度的課題

１）実施指針による弱
い法的基盤：推進本
部が「司令塔」の役割を

果たしていない
２）Transformation
を実現するための権威が

欠如
３）国民の声を反映す
る仕組みが弱い：円卓
会議の声が反映されて

いるかが不透明

政策的課題

１）「アクションプラン」
は既存政策ベース︓

transformationを誘
因しない

２）「アクションプラン」
のフォローアップとレ
ビュー体制がない
←SDGsの基本

３）そもそも「日本の
ターゲット」がない︓

2030アジェンダの基本
から逸脱

４）従って行動の
チェック機能がない



政府におけるIT戦略検討体制の全体像
～IT戦略絡学ぶ示唆～

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法(2000年)

サイバー
セキュリティ基本法

(2014)

サイバーセキュリティ
戦略本部

(本部長：内閣官房長官)

官民データ活用推進
戦略会議

(議長：IT戦略本部長)
(＝内閣総理大臣)

官民データ活用
推進基本法

(2016)

IT戦略本部
(本部長：内閣総理大臣) 

社会環境の変化に
伴う補完・拡張

社会環境の変化に
伴う補完・拡張

・都道府県官民データ活用推進計画
（策定は義務）

・市町村官民データ活用推進計画
（策定は努力義務）

村井（2020）より



2030目標・
ターゲット

SDGsの普遍的な
原則、国の目標か
らの指標構築

SDGs指標検討
• 「横」の比較でなく「縦」の比較

– 同一主体で目標にどれだけ近づいたかを測るのであって、
異なる主体を横断的に比較するのではない

• 共通指標＋個々の主体の優先目標進捗計測指標

個別
課題

課
題

課
題

課
題

バックキャスティング
進捗を測る指標

自治体・企業の主体的な
選択指標

専門家とス
テイクホル
ダーとの協
働での開発

プロセス

12

グローバル指標を国・自治
体レベルで取れる指標に変

換した共通指標

各自治体の個別状況や目
標に応じた進捗管理指標

（KPI)
独自指標



13



14

日経がSDGs対応企業を評価・アワードも開始
★以下の4項目で評価
1. SDGs戦略・企業価値：方針・報告とコミュニケーション、推進体制・社内浸透、ビジネスで

の貢献、業績（5指標170点）

2. 社会価値：人権の尊重、消費者課題への対応、社会課題への対応、労働時間・休暇、
ダイバーシティ（5指標120点）

3. 環境価値：方針、温室効果ガス、消費電力、廃棄物、水資源、気候変動・資源・生物
多様性（6指標230点）

4. ガバナンス：取締役の構成・業績連動報酬の状況など（1指標90点）



15

David Griggs, Kanie et al. ‘Sustainable Development Goals 
for People and Planet.’ Nature (Vol 495, 21 March 2013). 

経済・社会・地球が入れ子状になり相互
連関する21世紀の成長要件

action

Kanie, N., Griggs, D., Young, O. et al. Sustain Sci (2019) 14: 
1745. https://doi.org/10.1007/s11625-019-00729-1

総合的行動（Coherent Action）創出
のためのツールとしてのSDGs

持続可能な開発の3つの側面の総合的な検討に基づいて、新たな、イ
ンパクトにもとづいたアプローチが必要である

原則１「持続可能な開発の3つの側面（経済、環境、社会）のいずれ
かにおいて潜在的なマイナスの影響が適切に特定され緩和され、なおかつ
少なくともそれらの一つの面でプラスの貢献をもたらすこと。」

ポジティブインパクト金融原則
（国連環境計画）



企業のためのSDGs行動リストの公表

これが「SDGsに向かっている企業」を示す行
動だ、というものを集めたリスト

【成果】

行動リストの提示︓SDGsを企業が目指
すことの具体化

【フレームワークの検討】
評価の対象

▶UNDP SDG Impact⇒プロセス評価
▶タクソノミー評価⇒課題が多い
[結論]プロセス(サプライチェーン)評価

評価軸
行動リストと判断基準の提示

整理の方法
①労働・人権、②環境マネージメント
③経営・管理、④気候変動

2

1

3

http://xsdg.jp/sdgactionlistver1.html

http://xsdg.jp/sdgactionlistver1.html


ターゲット4.2

2030年までに、すべての少女と少年が、初等教育
を受ける準備が整うよう、乳幼児向けの質の高い発
達支援やケア、就学前教育を受けられるようにす
る。

サプライチェーン・プロセス：共通

SDG行動

具体的行動の例

カテゴリー：労働・人権

保育・就業前学習への支援

• 社内保育所の設置
• テレワークや裁量労働制の実施
• 保育園費用の援助



SDGsから考える中長期目標
と経営計画

サプライチェーン全体のマネジメント

ファッション業界の取り組み

ITや科学技術イノベーション
を活用したベンチャー企業・中小企業

「誰一人取り残されない」
を実現したビジネスモデル

本格化する先進企業の取り組み



GSDR(2019)

定性的評価

https://nextpublishing.jp/book/13200.html

GSDR︓15人の科学者が国連事務総長の命を受けて責任執筆

2020/21版から
はジャパSDGsア
クション推進協
議会・SDSN 

Japanも編集委
員会に

https://nextpublishing.jp/book/13200.html


G S D R 2 0 1 9

変革へのエントリーポイント

SDGsが直面する課題: Sys t em Tran s f o rma t i on

20

■“2030アジェンダの真の変革の可能性は、コベネフィット（共便益）を最大化し、
トレードオフを特定・管理する、体系的なアプローチを通じて実現できる。”

（グロ・ハーレム・ブルントラント、元ノルウェー首相、元WHO事務局長）

人間の
福祉と能力

手
段

持続可能で
公正な経済

持続可能な
食料システムと
健康的な栄養

エネルギーの脱炭素化と
エネルギーへの普遍的
アクセス

都市及び都市
周辺部の開発

地球環境
コモンズ

ガバナンス

経済と
ファイナンス

個別又は共同
の行動

科学と技術

出所︓表記レポートから引用、一部加筆

SDGs目標間のシナジーを最大化し、
2030年以降に顕在化する課題に先立っ
て取り組む上で、新たな科学・技術研究
並びに既存の知識・技術を特定の地域
的文脈に適応させることが求められている。

IoT、AI、クラウドなどの技術革新や、
COVID-19パンデミックなどの新たな

事象にどう対応していくか？



GSDR2023へ向けた検討
3つのワーキンググループで検討を開始
1) The new evidence base for the 2023 GSDR
2) Learning from COVID-19
3) Getting the ‘levers’ (GSDR 2019) to work

• 知見の現状分析
• 科学と政策のインターフェイス強化のためのチャレンジと機会の同定
• ギャップをどう埋めるかの分析

今後のスケジュール
• 2022年3月にゼロドラフト9月に1st ドラフト完成
• 2023年1月からピアレビュー
• 2023年9月国連総会で公表



「ポストSDGs」へ向けた動向

•目標ベースのガバナンスへの関心の高まり
• SBT、RE100、トヨタなどの意欲目標設定



Earth Commissionにおける検討と欧州主導の議論

• Earth Commission：生物多様性、土地利用、水資源、海洋などの目
標設定と実現に必要な科学的根拠を統合的に提供

• 21人のコミッショナー（科学者）：日本からは蟹江が参加
• ポストSDGsの目標設定の基盤に
• コミッショナーは欧米・アフリカがmajority。会議時刻・資金面で欧州の主導。

• Global Commons Allianceとの連携

• “Safe” and “Just” 
corredorというコンセプトで
ターゲットの幅を表示していく
方向

• Safe: PBの進捗
• Just: SDGsから見て取れる公正

さ（すべての人がXXになる状態）



GISを活用したSDGs達成に向けた進捗・モニタリング
xSDGラボにおける国際航業・ESRIジャパンとの共同研究

全国ベース

都道府県ベース

現状の可視化

市域全体に向けた
対策検討

市町村ベース

生活圏ベース

地域特性に応じた
対策検討

目標数値
の底上げ

県内市町村の進捗把握

県内市町村との比較

日本全体の進捗把握

全国都道府県との比較
全国市町村との比較

進捗・モニタリング

市全体の進捗把握

地域別の進捗把握

地域傾向の分析による対策検討

 各種要因データとの重ね合わせ
 各ゴールとの相関関係の把握

地図による可視化

高齢者数とシニアサポーター登録 救急病院からの時間別到達圏

病院・診療所の市内カバー率

公共交通（バス・鉄道）と
高齢化率の重ね合わせ



可視化に向けた指標の検討

各指標に対し以下視点で仕分けを実施（2021年2月9日時点での整理）
〇︓指標の地図化に意味があり、地域単位のデータが入手可能である
△︓指標の地図化に意味があり、データソース・可視化手法を検討する必要がある

参考資料に「指標の可視化の試行結果」を掲示 ※取得データの制限等の理由により、一部結果の提示となる

△ 2 - - 2 - 2 1 3 1
〇 - 1 2 2 1 - - - 1

計
△ 2 13 3 - - 2 6 4 41
〇 1 9 - - - - - 1 18

2
5



可視化指標一覧（２）

2
6

Goal target LI1 LI2 地図化

4
4.2.2 （小学校に入学する年齢よ
り１ 年前の時点で）体系的な学習に
参加し ている者の割合（性別ごと）

最寄りの保育所までの距離別、3歳未満、4歳～5歳の
子 がいる普通世帯の割合
100m未満、100～200、200～ 500 、500～1000、
1000以上）
※市区町村の結果については、市、区及び人口１万５千
人 以上の町村を表章の対象としている。

最寄りの保育所までの距離別、3歳未満、4歳～5歳の
子 がいる普通世帯の割合
100m未満、100～200、200～ 500、500～1000、
1000以上）
※市区町村の結果については、市、区及び人口１万５
千 人以上の町村を表章の対象としている。

△

4

4.7.1 ジェンダー平等および人権を
含 む、(i)地球市民教育、及び(ii)持続
可能 な開発のための教育が、（a）各
国の教 育政策、(b)カリキュラム、
(c)教師の 教育、及び (d)児童・生徒
・学生の達 成度評価に関して、全て
の教育段階に おいて主流化されてい
るレベル

人口 1 人当たりの社会教育施設割合
（（公民館、図書館、博物館、青少年教育施設、女性教
育 施設、体育施設、劇場、音楽堂等、生涯学習センタ
ーの合 計）総人口）

人口 1 人当たりの社会教育施設割合
（（公民館、図書館、博物館、青少年教育施設、女性
教 育施設、体育施設、劇場、音楽堂等、生涯学習セ
ンター の合計／総人口）

〇

5 5.4.1 無償の家事・ケア労働に費や
す 時間の割合（性別、年齢、場所別
）

待機児童数割合
（待機児童数5歳以下人口）

保育園からの徒歩15分に含まれる保育園の通園対象児
童 に対する定員数の割合
（保育施設の定員数／0歳～5歳の人口の割合）

〇

6 6.3.1 安全に処理された廃水の割合 下水道処理人口普及率 下水道処理人口普及率 △

6 6.3.2 良好な水質を持つ水域の割
合

河川 BOD 日間平均値の 75%値 河川 BOD 日間平均値の 75%値 △

7 7.2.1 最終エネルギー消費量に占
める 再生可能エネルギー比率

太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合
※市区町村の結果については、市、区及び人口１万５千
人 以上の町村を表章の対象としている。

太陽光を利用した発電機器がある住宅の割合
※市区町村の結果については、市、区及び人口１万５
千 人以上の町村を表章の対象としている。

△

8
8.4.1 マテリアルフットプリント
（ MF ）及び一人当たり、 GDP当
た りの MF

1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） 1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） △

8 8.4.2 国内総物質消費量（DMC）及
び １人当たり、GDP当たりのDMC 1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） 1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） △

8 8.9.1 全GDP及びGDP成長率
に占め る割合としての観光業の直
接GDP

県内総生産当たりの観光消費額
（観光消費額／県内総生産）

県内総生産当たりの観光消費額
（観光消費額／県内総生産）

△



可視化指標一覧（６）

2
7

Goal target LI1 LI2 地図化

11
11.a.1 人口予測とリソース需要に
つ いて取りまとめながら都市及び地
域開 発計画を実行している都市に住
んでい る人口の割合（都市の規模別
）

市街化調整区域内人口割合
（市街化調整区域内人口／総人口）

市街化調整区域内人口割合
（市街化調整区域内人口／総人口）

〇

11
11.a.1 人口予測とリソース需要に
つ いて取りまとめながら都市及び地
域開 発計画を実行している都市に住
んでい る人口の割合（都市の規模別
）

地域サポーターを設置している市区町村の割合 地域サポーター設置の位置関係 △

11 11.x.x

最寄りの緊急避難場所までの距離別、普通世帯の割合
250m未満、 250 ～ 500 、 500 ～ 1000 、 1000
～
2000、 2000以上）
※市区町村の結果については、市、区及び人口１万５千人
以上の町村を表章の対象としている。

最寄りの緊急避難場所までの距離別、普通世帯の割合
250m未満、 250 ～ 500 、 500 ～ 1000 、 1000
～
2000、 2000以上）

△

11 11.x.x

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離別、 65
歳 以上の世帯員のいる主世帯数の割合
250m未満、 250 ～ 500 、 500 ～ 1000 、 1000 ～
2000、 2000以上）
※市区町村の結果については、市、区及び人口１万５千
人 以上の町村を表章の対象としている。

最寄りの老人デイサービスセンターまでの距離別、
65 歳以上の世帯員のいる主世帯数の割合
①250m未満
②250～ 500m
③500～ 1000m
④1000～ 2000m

〇

12
12.2.1 マテリアルフットプリント
（ MF ）及び一人当たり、 GDP当
た りの MF

1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） 1 人 1 日当たりのごみ排出量（家庭部門） △

12
12.4.2 有害廃棄物の１人当たり発
生 量、処理された有害廃棄物の割
合（処 理手法ごと）

有害廃棄物割合
（その他の廃棄物／廃棄物の総搬入量）

有害廃棄物割合
（その他の廃棄物／廃棄物の総搬入量）

△

12 12.5.1 各国の再生利用率、リ
サイクルされた物質のトン数 ごみの リサイクル率 ごみの リサイクル率 △

13 指標なし 指標なし 指標なし 指
標
な
し

14 指標なし 指標なし 指標なし 指標
なし



GISによる可視化（Goal3）

 薬局の市域におけるカバー率
 公共交通機関との関連を把握

到達圏︓薬局から徒歩５分

到達圏︓公共交通機関から徒歩５分
2
8

一人当たり薬局数＝薬局数／人口
到達圏︓薬局及び公共交通機関から徒歩５分



コロナの経験を踏まえた
SDGs 達成へのカギとなる12の⽅策

― グリーンで、多様性を⼒に変えるリカバリーに向けて ―

http://xsdg.jp/12nohosaku.html



⽅策 １．オンライン・デジタル技術の活⽤
⽅策 ２．テレワークの定着化と多様性ある働きかた
⽅策 ３．都市構造の変化への迅速な対応
⽅策 ４．産業構造の変化への迅速な対応
⽅策 ５．移動の変化
⽅策 ６．サプライチェーンの改編
⽅策 ７．価値観の変化に伴うライフスタイルやビジネス変⾰への対応
⽅策 ８．再エネ利⽤の促進と気候変動対策の経営・政策への統合
⽅策 ９． 対⾯とデジタルを融合した教育
⽅策 10．⽣態系・⾃然と⼈間との適切な距離・関係を維持した開発
⽅策 11．BCP の検証と対応
⽅策 12．感染症対策の徹底

コロナの経験を踏まえた SDGs 達成へのカギとなる12の⽅策
― グリーンで、多様性を⼒に変えるリカバリーに向けて ―



• DXは全ての計測を可能にする
食料がどこで余りどこで必要か
エネルギーがどこで余りどこで必要か
医療へのアクセスの現状
・・・

• SDGsの面からは、どこまで進捗したかがわかる
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